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電気通信事故検証会議（第１回） 議事要旨 

 

１ 日 時：令和元年５月７日（火）16:57～18:53 

 

２ 場 所：総務省８階 第１特別会議室 

 

３ 議事模様 

（１）株式会社ジェイコムイーストから、平成 31 年３月に発生した重大な事故に

ついて説明が行われた。本事故の概要は以下のとおり。 

事業者名 
株式会社ジェイコムイー

スト 
発生日時 

平成 31 年３月 16 日 

          ７時 47 分 

継続時間 ４時間９分 影響利用者数 

電話：41,382 件 

インターネット接続サービス：

66,426 件 

影響地域 

電話：千葉県柏市、我孫子

市、鎌ヶ谷市および白井市

の一部 

インターネット接続サー

ビス：千葉県柏市、我孫子

市、鎌ヶ谷市、野田市およ

び白井市 

事業者への 

問合せ件数 

利用者からの CC 入電数： 

4,462 件 

局入電数：132 件 

社給携帯入電数：1,747 件 

局来訪数：491 件 

店舗来訪数：1,068 件 

（平成 31 年 3 月 24 日時点） 

障害内容 
複数ある系統のうち一部系統への給電が停止したため、電話及びインターネット

接続サービスが停止した。 

重大な事故

に該当する

電気通信役

務の区分 

一：緊急通報を取り扱う音声伝送役務 

四：一の項から三の項までに掲げる電気通信役務以外の電気通信役務 

※事故発生時点における電気通信役務の区分を記載 

発生原因 

１．非常用発電機から商用電源へ切り戻すための遮断器１台に不具合があったた

め、平成 29 年 11 月より、当該遮断器を取り外し、未実装状態にしていた。 

２．そのため、対となる商用電源から非常用発電機への切り替え用遮断器を手動

状態「閉」として運用していた。 

３．上記の運用としていたことにより、商用電源が断となった際に、非常用発電

機は稼働し、一部遮断器は非常用発電機へ切り替える動作をしたものの、非

常用発電機からの給電に切り替わるための動作設定が不十分であったこと

から、非常用発電機からの給電に切り替わらなかった。 

４．また、同様に動作設定が不十分であったことにより商用電源復電時に商用電

源からの給電に切り戻らなかったため、通信設備等への給電が停止し、その

後 UPS からの電源供給も枯渇したことから、サービス停止に至った。 
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５．高圧受電設備における不具合であったため、電気主任技術者による作業が必

要であったが、現地駆け付けに時間を要し、復旧までに時間を要した。 

機器構成図 

 

 

＜

 

。

 
 

再発防止策

暫定対処＞ 

・不具合のあった遮断器の代わりに補助リレーを取り付け暫定的に電源切替

え可能とする。【平成 31 年 4 月 5日実施完了】 

・補助リレー取り付けまで、再発に備えて 24 時間の現地輪番待機の実施。【平

成 31 年 3月 16 日開始、4月 5日解除済】 

＜恒久対処＞ 

・不具合のあった遮断器の交換。【平成 31 年 4月 24 日実施完了】 

・高圧受電設備において通常の運用と異なる設定を行う際は必ず動作検証を

実施する。【平成 31 年 4月 5日実施開始】 

・監視部署と駆け付け手配部署とのコミュニケーションフローの作成と定着

【平成 31年 3 月 25 日実施完了】 

・有事の際に短時間（経産省内規２時間以内）で駆け付け可能な業務委託会

社への電気主任技術者の変更。 

【人選に時間を要するため令和元年 6月 30 日迄に実施予定】 
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情

報

周

知 

自社 

サイト 

【障害情報】 

・平成 31 年３月 16 日８時 28 分に自社ホームページへ掲載（発生報） 

 

 

【復旧報】 

・平成 31 年３月 16 日 12 時 38 分に自社ホームページへ掲載 
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報道

発表 

・平成 31 年３月 16 日に千葉県で発生・復旧した地上波テレビ、J:COM TV、J:COM

NET、J:COM PHONE について報道発表 
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その他 

【自社コミュニティチャンネルへの情報掲載】 

・平成 31 年３月 16 日９時 25 分に第一コミュニティチャンネル（111ch）、第二

コミュニティチャンネル（121ch）へ障害情報を掲載 
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【お詫びメール】 

・平成 31 年３月 17 日 15 時 18 分にメールによりお詫び 

 

 

【広報車による周知】 

広報車を手配し近隣のお客様に対し復旧状況のアナウンスを実施。 

 

（２）議事（１）について、主に「設備の動作確認」、「委託事業者との連携」、「緊

急時の対応マニュアル等」、「利用者周知」及び「設備の運用、保守・管理」の

観点について、株式会社ジェイコムイースト及び構成員間で質疑応答が行われ

た。主な内容は、以下のとおり。 

 

＜設備の動作確認＞ 

・不良のあった非常用発電機側の遮断器を外して、対となる商用電源側の遮断

器を手動設定に固定していた場合でも非常用発電機からの給電に切り替わる
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ことは確認したのかとの質問があり、委託会社において年次点検の際に切り

替え動作の試験を行い、試験結果の報告書の提出を受けているが、その報告

書自体に詳細な記載はなく、遮断器の状態を元に戻した形で切り替えが正常

に行われることを確認したと聞いていた旨の回答があった。 

・不良のあった遮断器を外した状態で常用系、非常用発電機系のそれぞれへ切

り替わるか、つまり、実際の運用状況とは違う状況で試験をしていたのかと

の質問があり、指摘のとおり、実際の暫定対処をしていた状態とは違い、通

常時の遮断器を元に戻した状態での確認試験を行っていた旨の回答があった。 

・電気主任技術者の選定を終える６月末までは対処ができないような印象を受

けたが、早急にしっかりとした業者に委託する等、着手したほうがよいとの

指摘があり、設備のある同一市内に在住している電気主任技術者を選定した

いが、人材不足のため、選定に時間を要しており、６月末までには電気主任

技術者の変更を行いたいと考えているとの回答があった。 

・事故当時、電気主任技術者が対応できなかったため、電話で現地技術員に指

示をしたとの説明があったが、少なくともリモートで何らかの指示ができる

ような体制を現在は組んでいるのかとの質問があり、今回の高圧受電設備の

不具合については、現地に駆け付けた当社の技術員が、電話で電気主任技術

者へ連絡をとって対応できる範疇で対応したが、高圧受電設備の電気系統の

操作については、リモートでできるような作業ではなく、今後は駆け付け時

間をいかに早くして電気主任技術者が対応できるような体制をとるかが重要

と考えているとの回答があった。 

 

＜委託事業者との連携＞ 

・高圧受電設備の作業をする電気主任技術者は、遮断器を外した、あるいは一

部を手動に固定した状態でも問題ないという認識であったのか、又は電気主

任技術者とジェイコムイースト担当者との間で何らかの齟齬が生じ、どちら

かの誤った思い込みがあったのか、それとも、両系受電不可になるというこ

と自体の想定ができていなかったのかとの質問があり、電気主任技術者から

は、非常用発電機側の遮断器を取り外し、商用電源側の遮断器を手動に固定

して運用すれば問題ないとの話を受け、我々もそれで問題ないと思っていた

が、今後は、再発防止策にもあるように、イレギュラーな構成に変更する際

は、動作確認することで、しっかりと対応していきたい旨の回答があった。 

 

＜緊急時の対応マニュアル等＞ 

・今回は遮断器を外し、別の遮断器を手動に固定するという例外的措置であっ

たため、その状況で異常が発生した場合に、どういう手順で復旧したらよい

かということについてはマニュアル化されていなかったという理解でよいか

との質問があり、そのとおりであり、今回の状況に合わせた対応マニュアル
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はないと回答があった。 

 

＜利用者周知＞ 

・緊急通報は利用できたのかとの質問があり、電話サービスが停止していた時

間帯については利用できなかったとの回答があった。 

・広報車の手配が遅かったのではないかとの質問があり、障害発生中に手配し

たものの、実際に広報車でアナウンスを始めたのは復旧後であったが、車自

体の手配とアナウンス内容の確認に時間を要してしまったため、今後は訓練

等を通して改善していきたいとの回答があった。 

・ショップへの来訪数は３月２４日時点の件数として記載されているが、いつ

が多かったのかとの質問があり、利用者はほぼ事故発生当日に来訪されてお

り、２店舗にほぼ半分ずつ来訪があった旨の回答があった。 

 

＜設備の運用、保守・管理＞ 

・設備関係に関し、一般的にネットワークエンジニアが十分な知識がない点は、

一つは電気関係、もう一つは空調関係であり、専門家が別途必要となる。例

えば、パッケージエアコンを利用していて、エアコンが止まった場合、設備

が何時間耐え得るか、あるいは、どれぐらいで専門家が駆け付けられるか等

は、今回の事故の後に専門家が検証しているかとの質問があり、電気関係に

ついては、全ての局に対して、異常な設定の存在、発電機を含めた稼働時間

及び電気主任技術者の駆け付け時間等の確認をしているが、空調関係につい

ては、明確に検証の指示は出していないため、今後確認を行う旨の回答があ

った。 

 

（３）議事（２）の質疑応答を踏まえ、構成員より総括が行われた。主な発言内容

は、以下のとおり。 

・以前にも原因が空調の停止である事故があったが、電源系統、空調系統とい

うのは、ネットワークエンジニアが必ずしも十分把握できていない場合もあ

ることから、理解及び連携はなかなか難しいため、事故の未然防止のために、

すぐに遮断器を交換してほしかった。また、遮断器を外したままで動作に問

題がないかを試験してほしかった。 

・今回の場合、複数系統あるうち一部系統は動作していたことから、ケーブル

テレビは見ることができた、あるいはインターネットは利用できたという地

域もあり、ケーブルテレビのコミュニティチャンネルでテロップによる周知

やメール等での周知が有効であった地域もあったと思う。ただし、すべての

サービスが利用できない場合には、広報車での周知が有効だが、広報車の手

配に手間取ってしまったことは結果的に残念である。 
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（４）ＫＤＤＩ株式会社から、平成 31 年３月に発生した重大な事故について説明

が行われた。本事故の概要は以下のとおり。 

事業者名 ＫＤＤＩ株式会社 発生日時 
平成 31 年３月 16 日 

          ７時 47 分 

継続時間 ４時間９分 影響利用者数 36,355 人 

影響地域 
千葉県柏市、我孫子市、鎌

ヶ谷市及び白井市の一部 

事業者への 

問合せ件数 
５件 

障害内容 固定電話（Ｊ：ＣＯＭ ＰＨＯＮＥプラス）の緊急通報が利用不可。 

重大な事故

に該当する

電気通信役

務の区分 

一：緊急通報を取り扱う音声伝送役務 

※事故発生時点における電気通信役務の区分を記載 

発生原因 
ジェイコムイーストから卸提供を受けている端末系伝送路設備が電源設備の不

具合により停止したため、緊急通報が利用不可となった。 

機器構成図 

 

再発防止策 
ＫＤＤＩ～Ｊ：ＣＯＭ間のホットラインを構築し、迅速な情報収集と連携強化

を図る。【平成 31 年４月 10 日実施完了】 
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情

報

周

知 

自社 

サイト 

【障害情報】 

・平成 31 年３月 16 日９時 33 分にＫＤＤＩホームページへ掲載 

 

【復旧報】 

・平成 31 年３月 16 日 15 時 13 分にＫＤＤＩホームページへ掲載 

 

 
 

 

 

報道

発表 
対応なし 

（５）議事（４）について、主に「卸契約における提供元との関係」の観点につい

て、ＫＤＤＩ株式会社及び構成員で質疑応答が行われた。主な内容は、以下の

とおり。 

＜卸契約における提供元との関係＞ 

・緊急通報に関する契約はジェイコムイーストが代行しているが、実際に利用

者が緊急通報できない場合には、ＫＤＤＩが責任をとることになるのかとの

質問があり、当社が役務提供している緊急通報は責任を負うとの回答があっ

た。また、緊急通報が使えない場合、利用者からの申告を受ける窓口は、ジ

ェイコムイーストのコールセンターで受けることになるが、当社の設備に問

題があり緊急通報が利用できない場合は、ジェイコムイースト側に事前に緊

急通報等において障害がある旨を伝えておくことによって、ジェイコムイー

ストにおいて利用者からの問い合わせに対応できるようにしているとの回答

があった。 

・連絡体制を強化しても事故の報告に関しては、ジェイコムイーストからの報

告を待つ体制になる。報告を迅速にさせるには、ＳＬＡ（サービス品質保証）

を含めた契約を結ぶしかなく、そういったサービスの水準も含めた契約の話

をしているかとの質問があり、ジェイコムイーストとの間の卸役務契約にお

いて、運用保守に関してＳＬＡに相当する事項が規定されている。しかしな

がら、今回その契約上の仕組みが十分に機能しなかったため、責任者同士の
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ホットライン構築と、さらに担当者間での連絡体制強化を図ったとの回答が

あった。 

・契約上、事象が発生してから何時間後までに連絡する等の定量的な指標はな

いのかとの質問があり、定量的な形では定めていないとの回答があった。 

・今回の事故を踏まえ、ＫＤＤＩの緊急通報側に事故が起きた場合の、ジェイ

コムイースト側への情報共有に関して契約を見直したかとの質問があり、基

本的には今までと同じで、緊急機関と同じ連絡系統になり、１時間以内に情

報を伝える運用を継続する旨の回答があった。 

・卸提供元の事故に付随して発生した事故ではあるが、緊急通報は重要である

ため、緊急通報を提供する事業者が卸提供元に対し、何時間以内に連絡する

のか、設備の管理状況は適切か等について要求を出すべきである。また、設

備の管理状況の監査や実際に連絡体制が機能するかを年１回程度は確認する

とよいとの指摘があり、ジェイコムイースト側がしっかりと設備を管理・運

用できているかを確認するとともに、連絡体制についても、定例打ち合わせ

で確認し、緊急連絡体制の訓練も年に１、２回程度は行っていきたいとの回

答があった。 

・事故に関する問い合わせはなかったのかとの質問があり、利用者から５件問

い合わせがあったが、いずれもＪ：ＣＯＭ ＰＨＯＮＥプラスに関する問い

合わせであり、緊急通報が利用できないことに関する問い合わせはなかった。

事故の影響も大きかったため、当社ホームページに障害情報を掲載したため

に問い合わせがあったものと思われるとの回答があった。 

 

（６）議事（５）の質疑応答を踏まえ、構成員より総括が行われた。主な発言内容

は、以下のとおり。 

・重要事項説明書には、緊急通報に関して、「停電時には使用できません。」と

あり、停電時は免責範囲であるが、復電した状況で卸提供元の電源トラブル

により、使用できない場合はＫＤＤＩの責任範囲であり、卸提供元であるジ

ェイコムイーストを監督して、緊急通報を使えるようにＫＤＤＩとしても目

指すべき。 

 

（７）総務省から、平成 30 年度第３四半期に発生した電気通信事故の集計結果に

ついて説明が行われた。 

 

（８）総務省から、平成 30 年度電気通信事故に関する検証報告書（年次報告書

の骨子（案）について説明が行われた。 

）

 

以上 




